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第１章 実績に関する評価の位置付け 

 第１節 医療費適正化計画の趣旨 

   我が国は国民皆保険の下，誰もが安心して医療を受けることができる医療制度を実

現し，世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきました。 

しかしながら，急速な少子高齢化，経済の低成長，国民生活や意識の変化等医療を取

り巻く様々な環境が大きく変化しており，国民皆保険を堅持し続けていくためには，国

民の生活の質の維持及び向上を確保しつつ，今後医療費が過度に増大しないようにし

ていくとともに，良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図っていく必

要があります。 

このための仕組みとして，持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険

法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第３１号）による改正前の高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。以下「法」という。）第９条第１項の規

定により，５年ごとに，５年を１期として医療費適正化を推進するための計画（以下「医

療費適正化計画」という。）を各都道府県が定めることとされており，平成２５年度か

ら平成２９年度までを計画期間として，平成２５年４月に第２期宮城県医療費適正化

計画を策定したところです。 

 

 第２節 実績に関する評価の目的 

医療費適正化計画は定期的にその達成状況を点検し，その結果に基づき必要な対策

を実施するいわゆる PDCA サイクルに基づく管理を行うこととしています。また，法

第１２条第１項の規定により，都道府県が策定する医療費適正化計画については，計画

期間の終了の翌年度に目標の達成状況及び施策の実施状況の調査及び分析を行い，当

該計画の実績に関する評価（以下「実績評価」という。）を行うものとされています。 

今回，第２期の計画期間が平成２９年度で終了したことから，平成２５年度から平成

２９年度までの第２期宮城県医療費適正化計画の実績評価を行うものです。 

 

 第３節 実績評価の方法及び内容 

   宮城県医療費適正化計画については，平成２９年度に，第２期計画の進捗状況を踏ま

え，宮城県医療審議会，宮城県地域医療計画策定懇話会等から意見を聞きながら，第３

期計画を策定したところです。 

   本実績評価では，計画に掲げた目標の最新の状況を把握するとともに，施策の実施状

況を取りまとめました。 
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第２章 医療費の動向 

第１節 医療費の動向 

１ 全国の国民医療費の状況 

国民医療費は年々増加傾向にあり，平成２８年度は４２兆１，３８１億円となって

います。前年度の４２兆３，６４４億円に比べ２，２６３億円，０．５％の減少とな

っています。 

人口一人当たりの国民医療費は３３２，０００円であり，前年度の３３３，３００

円に比べ１，３００円，０．４％減少しています。 

国民医療費の国民所得に対する比率も増加傾向にあり，平成２８年度では 

１０．７７％となっています。 

診療種類別にみると，医科診療費は３０兆１，８５３億円（構成割合 

７１．６％），そのうち入院医療費は１５兆７，９３３億円（同３７．５％），入院

外医療費は１４兆３，９２０億円（同３４．２％）となっています。 

 

 

【図表１】国民医療費・対国民所得比率の年次推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国民医療費（厚生労働省） 

※平成29年度実績は参考値として掲載（令和２年７月２２日追記） 
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【図表２】診療種類別国民医療費（平成28年度） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

出典：国民医療費（厚生労働省） 

※平成29年度実績は参考値として掲載（令和２年７月２２日追記） 
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入 院 外 医 療 費
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２ 本県の医療費の状況 

本県における平成２８年度の国民医療費は７，２０２億円でした。これを県民一人

当たりの医療費にすると３０９，１００円となり，全国平均（３３２，０００円）に

比べて低くなっています。また，診療種別でみた場合，薬局調剤費を除く全ての種類

で全国平均よりも低い金額となっています。 

 

【図表3】国民医療費の推移（全国・宮城県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国民医療費（厚生労働省） 

※平成29年度実績は参考値として掲載（令和２年７月２２日追記） 
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【図表4】都道府県別にみた人口一人当たり診療種別国民医療費（千円）

 

出典：平成２８年度国民医療費（厚生労働省） 

※下線部の数字は合計額（四捨五入のため計が一致しない場合があります） 
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１人当たり国民医療費について，近年の平均伸び率を見ると，全国平均を下回るペ

ースとなっています。 

 

【図表5】人口一人当たり国民医療費の推移（全国・宮城県）

 
出典：国民医療費（厚生労働省） 

人口推計（総務省統計局） 

平成17年国勢調査（総務省統計局） 

※平成29年度実績は参考値として掲載（令和２年７月２２日追記） 

 

 

しかしながら，直近４年間における医療費を見ると，医療保険者によっては，１人

当たり医療費が全国平均よりも高い金額であるほか，その伸び率も全国平均を上回る

ペースとなっていることから，推移を注視していく必要があります。 

 

【図表6】主な医療保険者別の人口１人当たり医療費の推移（全国・宮城県） 

 

出典：医療費の地域差分析（平成２５～２８年度）（厚生労働省） 
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第２節 高齢者の医療の動向 

１ 高齢者の現状 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成３０年推計）

によれば，２０１５年から２０２５年までの１０年間で，本県の総人口は 

２３３万４千人から２２２万７千人へと１０万７千人が減少すると見込まれていま

す。 

これを年齢階級別にみると，６５歳以上人口は，６０万人から６９万６千人へと 

９万６千人増加し，高齢化率も３１．２％に達する見込みです。 

 

【図表7】宮城県の人口構造の見通し（201５-204５） 

 

出典：平成２７年国勢調査（総務省統計局） 

日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所） 

※〈 〉内の数字は計（四捨五入のため計が一致しない場合があります） 
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２ 高齢者の医療費の推移 

平成２８年度において，６５歳以上高齢者の医療費は２５兆１，５８４億円となっ

ており，国民医療費の約６割を占める状況となっています。 

今後，高齢者人口が増加する見通しであることから，医療費の適正化対策がなされ

ない場合には，高齢者の医療費は増加し続けることが推測されます。 

 

【図表8】全国の６５歳以上高齢者の医療費の推移 
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３ １人当たり後期高齢者医療費の状況 

平成２８年度の後期高齢者医療について，本県の１人当たり医療費は８１．９万円

です。国民医療費の状況と同様に，全国平均を下回っています。 

 

【図表9】後期高齢者医療 都道府県別１人当たり医療費 

 

出典：平成28年度医療費の地域差分析（厚生労働省） 

 

また，後期高齢者医療費の構成を見ると，本県は，全国と比べて入院医療費が少な

いことが分かります。しかし，高齢化の進展が続くことが見込まれていることから，

今後，本県においても高齢者の医療費の増加が大きな課題となることが推測されま

す。 

 

【図表10】１人当たり後期高齢者医療費（年齢調整後）に対する診療種別寄与度（全国平均からの乖離） 

 
出典：平成 28 年度医療費の地域差分析（厚生労働省） 
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第３章 目標・施策の進捗状況等 

 第１節 県民の健康の保持の推進（一次予防の推進，二次予防の推進） 

１ 目標の進捗状況 

第２期宮城県医療費適正化計画において設定した数値目標の達成状況は以下のとお

りです。 

 

○特定健康診査・特定保健指導の実施率 

国保の保険者である市町村に対する助言や財政支援等，各種の取組により上昇傾

向ではあるものの，目標値とは開きがあります。 

今後も市町村への助言等を行うほか，特定健診・保健指導の従事者研修を通じ，各

保険者の企画・評価技術の向上を図る等，各保険者と連携した取組を推進していきま

す。 

 

○メタボリックシンドロームの該当者及び予備群（特定保健指導の実施対象者）の減

少率 

メタボ予防及び改善に向けた，「栄養・運動・たばこ」に関する取組や啓発を実施

するとともに，特定健診・保健指導の従事者研修を通じ，従事者の保健指導の質の向

上を図ることによりメタボ割合は減少しているものの，目標値とは開きがあります。 

今後は既存事業の充実を図るとともに，メタボ改善に向け，保険者，企業等と連携

した県民運動等の新たな取組を推進していきます。 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
平成29年度
（参考値）

平成29年度
（目標値）

備考

国の基本方針に基づく目標

49.9％ 50.3％ 52.9％ 54.5％ 56.6％ 57.6％ 58.8％ 59.7％ 70％

11.9％ 11.9％ 14.2％ 16.0％ 17.1％ 16.7％ 18.1％ 18.3％ 45％

4.96％ 6.01％ 4.03％ 5.75％ 6.75％ 6.30％ 4.62％ 2.35％
減少率
25％

男性　40.7％
女性　12.0％

― ― ―
男性　37.7％
女性　11.7％

―
男性　37.0％
女性　11.1％

―
男性　20％
女性　6％

男性　11.9ｇ
女性　10.4ｇ

― ― ― ― ―
男性　11.5％
女性 　 9.5％

―
男性　9ｇ
女性　8ｇ

 25.6％ ― ― ― ― ― 26.8％ ― 25％以下

36.2％
31.2％
50.4％

― ― ― ― ―
21.6％
23.8％
36.0％

―
－

41％
60％

上段：計
中段：20歳～64歳
下段：65歳以上

26.6％
22.6％
35.2％

― ― ― ― ―
16.2％
20.0％
28.6％

―
－

33％
48％

上段：計
中段：20歳～64歳
下段：65歳以上

本県独自の目標

運動の習慣化（運
動習慣者の増加）
（男性）（％）

運動の習慣化（運
動習慣者の増加）
（女性）（％）

成人の食塩摂取量
（ｇ）

脂肪エネルギー比
率（20代～40代）
（％）

たばこ対策（成人の
喫煙率）（％）

特定健康診査の実
施率（％）

特定保健指導の実
施率（％）

メタボリックシンド
ロームの該当者及
び予備群の減少率
（H20年度対比）
（％）
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   ○たばこ対策（成人の喫煙率） 

成人の喫煙率は男女とも若干低下していますが，目標値とは開きがあります。 

引き続きたばこの健康影響に関する普及・啓発の取組等，既存事業の充実を図ると

ともに，受動喫煙対策についても取組を推進していきます。 

    

○成人の食塩摂取量 

市町村や地区栄養士会等との連携による栄養・食生活に関する普及啓発の取組等

により食塩摂取量が減少しているものの，目標値とは開きがあります。「スマートみ

やぎ健民会議」を核として，今後も食塩摂取量の減少の取組を進めていきます。 

    

○脂肪エネルギー比率（２０代～４０代） 

地域の健康課題に応じた栄養・食生活に関する普及啓発等に取り組んできました

が，改善が見られませんでした。今後は既存事業の充実を図るとともに，健全な食生

活に必要な知識の普及に向け，保険者，企業等と連携した県民運動等の新たな取組を

推進していきます。 

    

○運動の習慣化（運動習慣者の増加） 

運動習慣者の割合が低下しており，目標値に達していません。「スマートみやぎ健

民会議」を核とし，市町村，企業・医療保険者，教育機関との連携により，身体活動・

運動量を増加する取組を進めていきます。 
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２ 特定健康診査，特定保健指導 

特定健康診査，特定保健指導の実施率を見ると，平成２０年度の施行から１０年が

経過し，全国及び本県の値のいずれも着実に向上していますが，第２期計画の全国目

標値（特定健康診査：７０％，特定保健指導：４５％）とは依然かい離があります。 

 

【図表１１】特定健康診査の実施状況 

 対象者数（人） 受診者数（人） 特定健康診査実施率（％） 

平成 24 年度 938,746 497,006 52.9 

平成 25 年度  955,797 520,836 54.5 

平成 26 年度 969,765 549,138 56.6 

平成 27 年度 974,459 561,160 57.6 

平成 28 年度 975,810 573,833 58.8 

平成 29 年度（参考値） 983,564 586,905 59.7 

 出典：特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（厚生労働省） 

 

【図表１2】特定保健指導の実施状況 

 対象者数（人） 終了者数（人） 特定保健指導実施率（％） 

平成 24 年度 96,261 13,716 14.2 

平成 25 年度  97,148 15,505 16.0 

平成 26 年度 100,684 17,206 17.1 

平成 27 年度 101,769 16,946 16.7 

平成 28 年度 105,687 19,121 18.1 

平成 29 年度（参考値） 109,198 19,995 18.3 

 出典：特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（厚生労働省） 

 

【図表13】特定健康診査・特定保健指導の実施状況（全国・宮城県） 
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なお，本県の実施状況を見ると，特定健康診査については全国平均を上回る受診率

となっています。特定保健指導については，徐々に差は解消されつつありますが，全

国平均よりも低い状態が続いており，更なる実施率の向上に向けた取組が必要です。 

 

【図表14】特定健康診査の実施状況（都道府県別） 

 

出典：平成２８年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（厚生労働省） 

 

【図表15】特定保健指導の実施状況（都道府県別） 

 

 出典：平成２８年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（厚生労働省） 
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また，本県の実施状況を保険者別に見たところ，保険者間で実施状況に差があるこ

とから，実施率向上に向けた取組を進めるに当たっては，各保険者との連携も必要で

あると考えられます。 

 

【図表16】特定健康診査・特定保健指導の実施状況（宮城県・保険者別） 

 

出典：平成２８年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（厚生労働省） 

※特定健診受診率の分母となる保険者別の対象者数は厚生労働省からの提供データ 
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３ 生活習慣病及びメタボリックシンドロームの状況 

（１）生活習慣病の状況 

本県の死因別の割合について，食生活や運動不足等に起因する，がん，心疾患及び

脳血管疾患のいわゆる生活習慣病による死因の割合は，５４．３%となっています。 

 

【図表17】死因別割合（平成２９年）

 

出典：平成２９年人口動態統計（厚生労働省） 

 

次に，本県の外来・入院の受療の状況をみると，３５歳を過ぎてから徐々に生活習

慣病の受療率が増加し，７５歳以上では，外来・入院ともに生活習慣病が占める割合

は３割を超えています。 

 

【図表18】年齢階級別・疾病大分類別人口10万対受療率（外来） 

 

【図表19】年齢階級別・疾病大分類別人口10万対受療率（入院） 

 

出典：平成２6年患者調査（厚生労働省） 
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医療費で見た場合，本県の市町村国民健康保険医療費（入院＋入院外）に占める割

合は新生物が１５．３６%，糖尿病を含む内分泌・栄養及び代謝疾患が７．０１%，高

血圧性疾患，虚血性心疾患及び脳血管疾患を含む循環器系疾患が１７．８３%を占め

ています。また，後期高齢者医療費ではそれぞれ１１．４５%，５．７７%， 

２８．３８%を占めています。 

 

【図表20】本県における医療費の状況 

 

出典：平成２８年度国民健康保険・後期高齢者医療の概要（県保健福祉部） 

 

また，特定健康診査における高血圧症，脂質異常症，糖尿病の治療薬の内服者の割

合を見ると，本県は全国と比較しても高い状況になっています。平成２８年度では，

高血圧の内服者は２３．７%，脂質異常症の内服者は１５．４%，糖尿病の内服者は

５．８%となっており，横ばい又は増加傾向にあります。 

 

 

          出典：特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（厚生労働省） 
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（２）メタボリックシンドロームの状況 

本県におけるメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者は 

１０１,０９５人であり，割合は１７．６%で全国ワースト２位，予備群の該当者は 

７０,０２０人であり，割合は１２．２%で全国ワースト１２位となっています。両者

を合わせた割合は２９．８%で，沖縄県の３２．９%，福島県の２９．９%に次いで全

国ワースト３位となっています。 

 

【図表22】都道府県別メタボリックシンドローム該当者・予備群者の割合 

 
出典：平成２８年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（厚生労働省） 

 

【図表23】メタボリックシンドロームの診断基準 
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ウエスト周囲径　　　男性≧85㎝
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かつ／または
HDLコレステロール値　40㎎／dL未満

血　　圧
最高（収縮期）血圧　130mmHg以上

かつ／または
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血　　糖 空腹時血糖値　110㎎／ｄL以上

上記に加え以下のうち，
　　２項目以上→メタボリックシンドローム該当者
　　１項目→メタボリックシンドローム予備群該当者
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本県のメタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率については，平成２８

年度実績で，平成２０年度と比べて４．６２％減少となっており，目標（２５％減

少）とは依然かい離があります。 

 

【図表 24】メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率（平成 20 年度比） 

 メタボリックシンドローム 

該当者及び予備群の減少率（％） 

平成 24 年度 4.03 

平成 25 年度 5.75 

平成 26 年度 6.75 

平成 27 年度 6.30 

平成 28 年度 4.62 

平成 29 年度（参考値） 2.35 

         出典：特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（厚生労働省）等から算出 

 

【図表25】平成28年度都道府県別メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率（20年度比）（％） 

 

出典：平成２８年度特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ（厚生労働省）等から算出 

 

【参考】 

○メタボリックシンドローム該当者及び予備群者数の減少率の推計方法 

平成20年度メタボリックシンドローム該当者及び予備群推定数※－平成28年度メタボリックシンドローム該当者及び予備群推定数※ 

              平成 20 年度メタボリックシンドローム該当者及び予備群推定数 

          
※ 特定健康診査の実施率の変化による影響及び年齢構成の変化による影響を排除するため，性別・年齢階層別（５歳階級）に各年度の

メタボリックシンドローム該当者及び予備群者の出現割合を算出し，平成29年住民基本台帳人口に乗じて算出した推定数。 

 

 ○メタボリックシンドローム該当者と特定保健指導対象者の関係（イメージ図） 

 

 

 

 

 

都道府県 減少率（％） 都道府県 減少率（％） 都道府県 減少率（％） 都道府県 減少率（％）
北海道 0.21% 新潟県 1.90% 奈良県 -1.77% 熊本県 -1.54%
青森県 -1.22% 富山県 -7.57% 和歌山県 -2.22% 大分県 5.60%
岩手県 6.99% 石川県 3.43% 鳥取県 -2.08% 宮崎県 -0.52%
宮城県 4.62% 福井県 -5.46% 島根県 -2.31% 鹿児島県 -0.53%
秋田県 -1.16% 山梨県 -4.36% 岡山県 -0.32% 沖縄県 1.26%
山形県 8.03% 長野県 3.49% 広島県 1.01% 平均 1.06%
福島県 -2.85% 岐阜県 5.66% 山口県 -2.13%
茨城県 6.40% 静岡県 -3.25% 徳島県 1.29%
栃木県 -0.20% 愛知県 2.39% 香川県 2.43%
群馬県 -3.03% 三重県 0.15% 愛媛県 2.72%
埼玉県 1.58% 滋賀県 -1.04% 高知県 -1.07%
千葉県 -1.91% 京都府 1.11% 福岡県 -1.04%
東京都 2.48% 大阪府 4.05% 佐賀県 -5.07%

神奈川県 -2.41% 兵庫県 3.66% 長崎県 -0.91%

計算式＝ 
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特定保健指導対象者 
薬剤服用者 
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４ たばこ対策 

喫煙は，肺がんなどの多くのがん，循環器疾患（脳卒中，虚血性心疾患等），呼吸

器疾患（COPD（慢性閉塞性肺疾患）），糖尿病や周産期の異常（早産，低出生体重児

等）など命に関わる病気の危険性が高くなることが明らかとなっています。また，喫

煙者のたばこの煙による受動喫煙も，喫煙習慣を持たない方にとっては不快であるだ

けでなく，肺がんや虚血性心疾患，乳幼児の喘息や SIDS（乳幼児突然死症候群）など

に係るリスクを増大させています。 

習慣的に喫煙する方（たばこを「毎日吸う」，「時々吸っている」）の割合を見る

と，男女とも４０歳代が最も高く，男性は２人に１人が習慣的に喫煙している状況と

なっています。また，全ての年齢区分において全国よりも高くなっています。 

 

【図表26】習慣的に喫煙する者の割合 

 

 

出典：平成２８年県民健康・栄養調査（県保健福祉部），平成２８年国民健康・栄養調査（厚生労働省） 
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一方，たばこをやめたいと思う者については，男性では割合が減少していますが，

女性は増加しており，約半数となっています。 

 

【図表27】たばこをやめたいと思う者の割合（推移・全国との比較） 

 

出典：平成２８年県民健康・栄養調査（県保健福祉部），平成２８年国民健康・栄養調査（厚生労働省） 

 

平成２３年度以降，自由に喫煙することができる公共施設はなくなっており，全て

の施設で何らかの受動喫煙対策がとられています。 

 

【図表28】公共施設における受動喫煙対策の年次推移 

 

出典：受動喫煙対策調査（県保健福祉部） 
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また，職場や学校で受動喫煙の機会を有する方の割合は減っていますが，飲食店で

の割合はあまり変わっていません。 

 

【図表29】受動喫煙の機会を有する者の割合の年次比較 

      
出典：平成２８年県民健康・栄養調査（県保健福祉部） 

 

 

   なお，その他の一次予防の推進，二次予防の推進に係る状況は，「第２次みやぎ２

１健康プラン中間評価報告書」「第７次宮城県地域医療計画（第３期宮城県医療費適

正化計画）」，「第７期みやぎ高齢者元気プラン」等に記載のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.7
40.3

35.4

38.5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

職場や学校 飲食店

割
合
（
％
）

H22 H28



22 

 

５ 主な取組の状況 

  （１）一次予防の推進（適正体重の維持とバランスの取れた食生活・食習慣の実現，

身体活動・運動量の増加，高齢者の生きがいづくりと社会参加，たばこ及びアル

コール対策，歯と口腔の健康づくり） 

 

   ●栄養・食生活（アルコールを含む） 

  【取組の状況】 

   ○市町村，企業・保険者，教育機関，県栄養士会や各保健所管内で組織されている地

区栄養士会，食生活改善地区組織等と連携し，地域の健康課題に応じた栄養・食生活

に関する普及啓発を行いました。特にプランの重点である『減塩！あと３ｇ』推進の

ため，「塩 eco（減塩）キャンペーン」や「塩 eco レシピ」の普及等に重点的に取り組

みました。 

〇各地域で栄養・食生活と身体活動・運動，たばこ対策を組み合わせた「メタボリッ

クシンドローム対策戦略事業」に重点的に取り組んでいます。 

〇モデル地域で実施した「脱メタボ重点推進モデル事業」や「子どもの健康なからだ

づくり推進事業」等の，食生活調査等により地域の食の課題を明らかにし，地域・職

域・教育等関係者により課題を共有し，課題解決の取組を行う手法を，平成２９年度

から各地域で「保健所健康づくり事業」として開始しました。 

〇「地域栄養管理対策事業」において，食品の栄養成分表示や特定給食施設の適切な

栄養管理・給食運営について指導等を行い，正しい情報の提供や食環境の整備に取り

組みました。 

〇『適正体重の維持』を目的に，「地域の食育推進事業」を実施し，子どもから大人ま

で各ライフステージにおいて，主食・主菜・副菜をそろえてバランスよく食べるなど

の取組を各地域で地域特性に応じて推進しました。 

【課題】 

○肥満者の割合に減少がみられず，男性は３０歳代から４０歳代にかけて，女性は 

４０歳代から５０歳代にかけて急激に増加しています。また，児童・生徒の肥満が全

国的にみても多く，子どもと親世代である３０～４０歳代を対象に適正体重者を増や

す取組の強化が必要です。 

○食塩摂取量は減少したものの，全国的にみると高い状況にあります。また，野菜や

果物摂取量が不足しており，２０～４０歳代で顕著になっています。２０～３０歳代

の４割以上が日常的に外食や中食を利用しており，啓発普及に合わせて，野菜の摂取

や減塩等を実践しやすい食環境を整備しなければ，栄養・食生活の改善は難しくなっ

ています。 

 

●身体活動・運動 

【取組の状況】 

○身体活動・運動と栄養・食生活，たばこ対策を組み合わせた「メタボリックシン

ドローム対策戦略事業」に各地域で市町村や関係機関と連携し，重点的に取り組ん
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でいます。 

○モデル地域で実施した地域・職域連携による「脱メタボ重点推進モデル事業」

を，平成２９年度から子どもと働き盛り世代に焦点を絞り，各地域で「保健所健康

づくり事業」として開始しました。 

○市町村等と連携し，親子が一緒にできる身体を使った遊び（運動）を取り入れた

「親子体操セミナー」等をモデル的に実施し，各地域での定着を図っています。 

○県民が健康づくり意識の向上を図り，生活習慣を見直し，改善するきっかけとな

るよう，身体活動・運動に関する健康情報をホームページで発信しています。 

○「スマートみやぎ健民会議」を核とし，各企業等での取組の促進を図っていま

す。 

○「みやぎヘルシーふるさとスポーツ祭」を開催し，県民誰もが参加できるスポー

ツ・レクリエーションの場の創出に努めています。 

○平成２９年度末時点で，県内２３市町に５０の総合型地域スポーツクラブが設置

され，地域の特性に応じた身近な生涯スポーツの振興が図られています。 

【課題】 

○メタボリックシンドローム対策を進めてきましたが，モデル的な実施のため展開

地域が限定的となり，身体活動・運動に関する効果や実践方法等の啓発の機会が不

足していました。 

○３０～５０歳代においての運動習慣者の割合が低くなっており，職域と連携した

取組や運動を実践しやすい環境整備が必要となっています。 

 

●高齢者の生きがいづくりと社会参加 

【取組の状況】 

○高齢者福祉の向上及び元気な高齢者の社会参加を促進するため地域で活動する核

となる人材の養成・確保を行いました。 

○老人クラブ活動のより一層の活性化を図り，高齢者の生きがいや健康づくりを推

進するため，老人クラブが行う社会参加活動や市町村老人クラブ連合会が行う各種

取組を支援しました。 

○シルバー人材センターの設立を促進し，育成指導及び援助を図るため，シルバー

人材センターの運営経費を補助しました。また，シルバー人材センターに準ずる者

の認定を行いました。 

【課題】 

○友愛訪問活動や健康づくり，介護予防活動，認知症サポーター養成講座等におい

て実績を上げていますが，老人クラブの会員数が減少傾向にあり，入会者増に一層

の努力が必要です。 

○高齢化の進展に伴い，サラリーマンとして仕事中心の生活を送ってきた層の多く

が活動の場を地域に移しており，これらの人が活躍できる環境の整備が必要となっ

ています。 
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●たばこ 

【取組の状況】 

〇各施設が受動喫煙防止対策に取り組むことを促す「宮城県受動喫煙防止ガイドラ

イン（以下，ガイドライン）」を平成２６年１２月に策定し，「受動喫煙ゼロ週間」

の制定等を行い，県民の気運醸成を図っています。 

〇ガイドラインを踏まえ，受動喫煙防止の環境整備として，仙台市，全国健康保険

協会宮城支部と三者共同で平成２７年７月に「受動喫煙防止宣言施設登録制度」を

創設しました。同年９月から登録を開始し，職場等における受動喫煙の機会の減少

に取り組んでいます。（平成３０年１月１日現在：１，０３０施設）。 

〇そのほか，受動喫煙防止対策の啓発普及，小中学校・高等学校等の未成年者を対

象とした喫煙防止の講習会などの取組を実施しています。 

【課題】 

○喫煙の健康影響に関する知識の普及については，肺がん，心臓病，胃潰瘍，COPD

等について変化がない又は悪化したことから，啓発の強化が必要です。 

〇成人の喫煙率に変化がないことから，喫煙者への禁煙支援や受動喫煙の機会減少

のための環境整備の強化が必要です。 

 

●歯と口腔の健康 

【取組の状況】 

○「宮城県歯と口腔の健康づくり推進条例」に基づく「宮城県歯と口腔の健康づく

り基本計画」と連携し，ライフステージの特性に応じ乳幼児期及び学童期・思春期

の歯科口腔保健対策，歯周疾患予防対策を重点に推進しています。 

【課題】 

○乳幼児期及び学童・思春期の歯科口腔保健対策を重点化し，各種の事業や研修，

調査等を実施しており，一定の成果を得ているところですが，乳幼児期や学童期・

思春期におけるむし歯は全国平均に比較すると依然として本数が多い水準にありま

す。 

○成人・高齢者に対する歯周疾患対策を推進するため，歯周疾患検診の全市町村実

施を目標として取り組んでいますが，実施率や受診率は低調に留まっており，より

具体的な底上げのための取組が必要となっています。 

 

 （２）二次予防の推進（特定健康診査，特定保健指導） 

【取組の状況】 

○国保の保険者である市町村に対する助言や財政支援等を実施したほか，特定健

診・保健指導の従事者研修を通じ，各保険者の企画・評価技術の向上を図る等，各

保険者と連携した取組を実施しました。 

【課題】 

 ○特定健診・保健指導実施率はいずれも着実に向上していますが，第２期計画の全

国目標値（特定健康診査：７０％，特定保健指導：４５％）とは依然かい離があり
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ます。 

 ○特定健康診査については全国平均を上回る受診率となっていますが，特定保健指

導については，徐々に差は解消されつつあるものの，全国平均よりも低い状態が続

いており，更なる実施率の向上に向けた取組が必要です。 

 ○また，実施状況には保険者間で差があることから，実施率向上に向けた取組を進

めるに当たっては，各保険者との連携も必要であると考えられます。 
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第２節 医療の効率的な提供の推進（受診の適正化，平均在院日数の短縮，在宅医療の推

進，後発医薬品の使用促進，ＩＴ化の推進） 

１ 目標の進捗状況 

第２期宮城県医療費適正化計画において設定した数値目標の達成状況は以下のとお

りです。 

 

 

○医療機能の強化・連携等を通じた平均在院日数の短縮 

平均在院日数は目標値を達成している状態であり，引き続き医療介護連携をはじめ

とする地域包括ケアシステムの構築等を推進していきます。 

   

○後発医薬品の使用促進（数量シェア） 

後発医薬品の数量シェアは着実に上昇しています。引き続き後発医薬品の安心使用

促進に向けて啓発活動等を実施していきます。 

   

○年齢調整死亡率（人口１０万対）（がん） 

   がん対策の各種取組により着実に低下しつつありますが，目標値には達していませ

ん。 

今後もがん予防対策やがん医療に携わる専門的な医療従事者の育成及び確保等，が

ん対策の取組をさらに推進していきます。 

 

 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度
平成29年度
（目標値）

備考

27.3日 27.5日 26.3日 26.2日 26.2日 25.6日 25.0日 24.7日 26.4日 介護療養病床を除く

－
24.3％

－
24.7％

－
29.5％

53.0％
33.9％

60.6％
39.0％

64.9％
43.0％

71.2％
46.4％

76.1％
51.4％

当面30％
上段：新指標によるもの
下段：旧指標によるもの

81.7 82.1 80.7 76.9 76.5 77.3 72.0 72.2 71.8 75歳未満

63.3 65.1 55.1 48.1 47.0 44.1 42.4 42.9 57.0 平成29年全国平均：35.5

37.5 33.8 27.6 26.4 26.6 24.2 23.8 21.7 33.3 平成29年全国平均：19.4

30.7 32.4 28.1 28.4 27.9 26.2 25.4 24.9 27.6

13.8 12.7 10.5 10.3 9.9 9.7 10.1 9.0 12.4

 39.1分 40.1分 40.9分 42.4分 42.8分 42.5分 41.1分 40.7分 39.3分
救急搬送時間（病院収容
所要時間）（分）

年齢調整死亡率（人口10
万対）（がん）

年齢調整死亡率（人口10
万対）（脳卒中）（男性）

年齢調整死亡率（人口10
万対）（脳卒中）（女性）

年齢調整死亡率（人口10
万対）（虚血性心疾患）
（男性）

年齢調整死亡率（人口10
万対）（虚血性心疾患）
（女性）

本県独自の目標

国の基本方針に基づく目標

医療機能の強化・連携等
を通じた平均在院日数の
短縮（日）

後発医薬品の使用促進
（数量シェア）（％）
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○年齢調整死亡率（人口１０万対）（脳卒中） 

 メタボ対策等の生活習慣病予防等，各種の取組により低下傾向にあり，目標値を達成

していますが，全国平均よりは高い状況です。 

引き続き減塩等の食習慣や運動習慣改善への働きかけの強化及びたばこ対策等の取

組を推進していくほか，ＩＣＴを活用した脳卒中医療ネットワーク構築の取組等を推

進していきます。 

 

○年齢調整死亡率（人口１０万対）（虚血性心疾患） 

 メタボ対策等の生活習慣病予防等，各種の取組により低下しており，目標値を達成し

ています。 

引き続き減塩等の食習慣や運動習慣改善への働きかけの強化及びたばこ対策等の取

組を推進していくほか，病院前救護活動に係る普及啓発やその他の救急医療体制の強

化に向けた取組を推進していきます。 

 

○救急搬送時間（病院収容所要時間） 

 減少傾向にありますが，全国平均より時間を要しており，目標値には達していません。 

今後も救急医療体制の強化に向けた取組等をさらに推進していきます。 
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  ２ 医療機能の強化・連携等を通じた平均在院日数の短縮 

急性期をはじめとする医療機能の強化，病院・病床機能の役割分担・連携の推進，在

宅医療の充実等を内容とする医療提供体制の整備及びできる限り住み慣れた地域で在

宅を基本とした生活の継続を目指す地域包括ケアシステムの構築に取り組む必要があ

ります。こうした取組が実施された場合には，患者の病態に相応しい入院医療が確保さ

れるとともに，在宅医療や介護サービス等との連携が強化されることにより，患者の早

期の地域復帰・家庭復帰が図られることが期待されます。これらを通じて，医療費の対

象となる病床に係る平均在院日数の短縮が見込まれるところです。 

平均在院日数とは，病院に入院した患者の１回当たりの平均的な入院日数を示すも

のであり，その算定にはいくつかの考え方がありますが，厚生労働省において実施して

いる病院報告においては次の式により算出することとされています。 

 

                 調査期間中に在院した患者の延べ数 

   平均在院日数＝ 

                （調査期間中の新入院患者数＋退院患者数）÷ ２ 

 

 

これらを踏まえ，国において，平成２９年までに，平均在院日数（全病床（介護療養

病床を除く））を２８．６日まで短縮することを目標として定めており，第２期宮城県

医療費適正化計画においては，宮城県地域医療計画における基準病床数等を踏まえ，平

成２９年における平均在院日数を２６．４日まで短縮することを目標として定めまし

た。 

 

宮城県の平成２８年の平均在院日数（介護療養病床を除く全病床）は２５．０日で，

全国平均２７．５日より２．５日程度短くなっています。また，推移を見ると，概ね緩

やかに短くなっています。 

 

【図表 30】病床の種類別の平均在院日数 

年次 全病床 

全病床 

（介護療養病

床を除く） 

一般 

病床 

精神 

病床 

感染症 

病床 

結核 

病床 

療養 

病床 

介護療養

病床 

平成24年 26.5 26.3 16.5 315.9 3.7 57.4 108.5 139.1 

平成25年 26.4 26.2 16.3 321.3 8.2 48.7 111.9 139.7 

平成26年 26.4 26.2 16.3 321.0 9.4 19.2 108.1 113.6 

平成27年 25.8 25.6 15.9 301.6 12.9 20.0 105.0 97.0 

平成28年 25.1 25.0 15.6 288.7 10.5 26.6 104.4 95.1 

平成29年 
（参考値） 

24.8 24.7 15.3 284.1 9.2 52.7 103.7 104.2 

出典：病院報告（厚生労働省） 
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【図表 31】平成 24 年及び平成 28 年都道府県別平均在院日数（全病床（介護療養病床を除く）） 
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３ 後発医薬品の使用促進 

国では，医療・介護に係る必要なサービスの確保と質の維持向上を図りつつ，効率

化等により供給コストを低減するため，後発医薬品（注）の使用促進を掲げていま

す。 

 
（注）後発医薬品 

医療用医薬品のうち，先発医薬品（これまで使われてきた新薬）の特許が切れた後に製造販売される医薬品

で，「ジェネリック医薬品」とも呼ばれています。後発医薬品は，厚生労働省から「先発医薬品と同じ有効成分

を同量含んでおり，先発医薬品と同等の効き目がある」と認められた医薬品です。一般的に研究開発に要する

費用が低く抑えられることから，先発医薬品に比べて薬価が安くなっています。 

 

【図表 32】後発医薬品の使用割合 

 
後発医薬品の使用割合（新指標）（％） 

平成 25 年度 53.0 

平成 26 年度 60.6 

平成 27 年度 64.9 

平成 28 年度 71.2 

平成 29 年度 76.1 

出典：調剤医療費（電算処理分）の動向（厚生労働省） 

 

平成３０年３月における本県の後発医薬品数量シェアは７６．１％となっており，

全国平均（７３．０％）を上回っています。 

 

【図表33】都道府県別後発医薬品割合（数量ベース）（平成３０年３月） 

 

出典：平成２９年度調剤医療費（電算処理分）の動向（厚生労働省） 
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発医薬品を全て最低価格の後発医薬品に置き換えた場合，その切替効果額は 
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後発医薬品の使用促進を妨げる理由として，医師や薬剤師など医療関係者の間で，
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後発医薬品に関する品質・安定供給・情報提供体制等について，情報不足等により十

分な信頼が得られていないことが挙げられます。 

薬局における調剤用医薬品の備蓄については，医薬分業の定着とともに充実したも

のとなってきましたが，後発医薬品は銘柄数が多く，多品目の備蓄が必要となること

から，薬局の負担増も懸念されるため，供給体制等，適切な対応を検討する必要があ

ります。 

 

【図表34】本県における後発医薬品薬効別切替効果額（平成２５（２０１３）年１０月診療分） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：医療費適正化計画関係データセット（厚生労働省提供） 

 

 

なお，その他の受診の適正化，平均在院日数の短縮，在宅医療の推進，後発医薬品

の使用促進，ＩＴ化の推進に係る状況は，「第７次宮城県地域医療計画（第３期宮城

県医療費適正化計画）」，「第７期みやぎ高齢者元気プラン」等に記載のとおりです。 
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切替対象薬剤費 切替後薬剤費

（単位：円）

薬効 切替対象薬剤費 切替後薬剤費 切替効果額

循環器官用薬 1,292,512,218 537,702,760 754,809,458

中枢神経系用薬 479,573,430 211,743,205 267,830,225

その他の代謝性医薬品 470,247,563 203,861,027 266,386,536

消化器官用薬 424,102,037 185,050,778 239,051,259

血液・体液用薬 292,419,383 100,183,630 192,235,753

外皮用薬 291,229,130 127,535,926 163,693,204

腫瘍用薬 237,733,186 113,641,520 124,091,666

アレルギー用薬 223,363,761 93,753,938 129,609,823

感覚器官用薬 168,454,668 81,757,124 86,697,544

抗生物質製剤 143,925,910 70,809,291 73,116,619

呼吸器官用薬 98,508,725 43,685,390 54,823,335

ホルモン剤（抗ホルモン剤を含む） 82,394,735 48,724,900 33,669,835

診断用薬（体外診断用医薬品を除く） 77,761,460 41,910,875 35,850,585

化学療法剤 76,640,106 32,901,828 43,738,278

泌尿生殖器官及び肛門用薬 74,207,480 21,968,807 52,238,673

ビタミン剤 33,266,794 9,040,122 24,226,672

末梢神経系用薬 26,565,623 10,704,265 15,861,358

非アルカロイド系麻薬 6,710,896 4,468,268 2,242,628

滋養強壮薬 5,770,730 3,263,588 2,507,142

人工透析用薬 4,305,595 3,792,117 513,478

その他の治療を主目的としない医薬品 3,501,660 1,367,135 2,134,525

放射性医薬品 2,421,654 2,072,181 349,473

その他の個々の器官系用医薬品 333,527 159,138 174,389

寄生動物用薬 300,391 160,264 140,126

合計 4,516,250,662 1,950,258,078 2,565,992,584

切替対象薬剤費：後発医薬品が存在する各先発医薬品に係る薬剤費

切替後薬剤費：切替対象となる医薬品を，最も薬価の低い後発医薬品に置き換えた場合の薬剤費

対象：診療年月が平成２５年１０月に該当するレセプト（国保及び社保）
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４ 主な取組の状況 

【取組の状況】 

（１）受診の適正化 

  ○国民健康保険における医療給付の適正化をはかるため、国民健康保険指導監査専

門医を配置し、各保険者に配置されているレセプト点検員へ技術的助言を行いました。 

○医療福祉情報ネットワークシステム「みやぎ医療福祉情報ネットワーク

（MMWIN）」の整備を支援しました。 

  ○服薬の状況等の情報の共有・伝達の手段として患者，医療機関，薬局の各々にとっ

て有用である「お薬手帳」について，「ひとり１冊のお薬手帳」の普及啓発等を実施し

ました。 

  ○医療機関が持っている医療機能に関する情報を集約し，インターネット等を通じ

県民に分かりやすい形で情報提供する「宮城県医療機能情報提供システム（みやぎの

お医者さんガイド）」により，県民の適切な医療機関の選択を支援しました。 

  ○このほか，前掲のとおり，一次予防の取組を推進しました。 

 【課題】 

  ○各保険者ではレセプトの縦覧点検，市町村と連携した訪問指導活動の充実・強化，

訪問指導後の効果の検証や医療費分析，保健指導の充実等の取組が必要です。 

  ○また，レセプト点検は医療費適正化を図るための有効な手段であることから，県で

は，実地指導及び研修会等を通して，各保険者のレセプト点検員の資質の向上など，

点検体制の充実・強化が必要です。 

  ○「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」により，大規模災害時の医療の

継続だけでなく，診療の質的向上，患者の負担軽減，医療費適正化の推進，医師不足・

偏在の補完，地域包括ケア体制の推進等を支援することが必要です。 

  ○かかりつけ薬剤師・薬局が，お薬手帳，医療福祉情報ネットワーク等を活用して，

当該患者が罹っている全ての医療機関を把握し，服薬情報を一元的・継続的に把握す

るとともに，それに基づき適切に薬学的管理・指導を行っていくための体制整備を支

援する必要があります。 

 

  （２）平均在院日数の短縮 

  【取組の状況】 

   ○「第６次宮城県地域医療計画」に基づき，関係団体と協力し，各診療分野で効率的

な医療提供体制の構築を推進しました。 

○現場到着から医療機関等への収容時間を短縮するため，受入困難事案に該当する

患者を受け入れた医療機関を支援し，救急受入医療機関の確保を図りました。 

○一般市民による救急処置と判断に関する知識の普及に努めました。また，「こども

夜間安心コール」「おとな救急電話相談」により，県民の不安解消に加え，救急車や医

療機関の適正利用の促進に努めました。 

   ○「みやぎ高齢者元気プラン」における「施策展開の方向」により，介護保険サービ

スの提供基盤の整備を図りました。 
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  【課題】 

   ○平均在院日数は短縮傾向にありますが，引き続き，「第７次宮城県地域医療計画」

に基づき，救急医療をはじめとした各分野における医療連携体制の構築を推進する必

要があります。 

○また，地域医療構想に基づき病床の機能分化・連携を促進するとともに，地域包括

ケアシステムを支える人材の確保のために必要な取組等を行うことで，医療と介護の

連携の推進を図っていきます。 

 

  （３）在宅医療の推進 

  【取組の状況】 

   ○中核的な役割を担う病院において口腔機能管理を行う歯科衛生士の配置を支援し，

術後の早期回復促進や在院日数の短縮等を図りました。 

   ○訪問看護に必要な施設・設備整備を支援するとともに，訪問看護に従事する看護職

員を対象とした研修等を開催し，訪問看護の量と質の確保を図りました。 

   ○介護職員等がたんの吸引等を行うことを可能とするために医療的ケア研修を実施

しました。また，民間の登録研修機関において実施している医療的ケア研修を受講す

る介護職員等の受講料の軽減を図るため，登録研修機関に対し補助を行いました。 

   ○認知症医療連携のキーパーソンである認知症サポート医の養成や，かかりつけ医

をはじめとして，歯科医師，薬剤師，看護職員，その他一般病院に勤務する職員等を

対象とした認知症対応力向上研修を実施しました。 

○夜間対応を担う在宅療養支援診療所の増加を促すため，同診療所届出前の期間に

おける緊急往診や看取り等への取組を支援しました。また，訪問診療等で必要となる

設備の整備を支援しました。 

○在宅医療従事医師を育成する医療機関や医療・介護連携に関する研修会の開催に

対する支援を通して，在宅医療従事者の確保・養成を図りました。 

【課題】 

○選択肢として在宅医療を提供できるよう，継続して住民や入院・通院医療機関への

普及啓発に取り組むことが必要です。 

○病病・病診連携や多職種連携体制の推進について，継続して取り組むことが必要で

あり，特に，後方支援を担う病院や訪問看護の体制整備については重点的な対応が必

要です。 

○さらに，市町村による在宅医療・介護連携推進事業を通じて各地域での関係機関の

連携が図られるよう，関係団体と協力し市町村の取り組みを広域的・補完的に支援し

ていくことが必要です。 

○地域の状況に応じた医療機関相互の連携や多職種連携の体制構築に向けた継続的

な支援が必要です。 

○在宅医療を担う医療従事者の育成・確保・資質向上や，多職種連携に資する人材の

育成について，継続して取り組むことが必要です。 
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  （４）後発医薬品の使用促進 

  【取組の状況】 

   ○関係団体との意見交換の場における安全な製剤の確保・安定供給に必要な情報交

換や，薬局勤務の薬剤師や県民を対象とした研修会等を開催しました。 

○後発医薬品の品質について，県のホームページ等を活用し，県民及び医療関係者に

情報提供するとともに，保険者等に対し情報提供等の支援を行いました。 

○県内主要１５病院の協力により，各病院で採用されている後発医薬品を調査し，リ

ストとしてまとめ，ホームページ等で公表し，医療機関や薬局での採用を促しました。 

○後発医薬品安心使用連絡会議等の活用などにより，課題の整理や必要な方策等を

検討しました。 

【課題】 

○後発医薬品割合は年々，増加傾向にありますが，医療従事者や患者等の不安が完全

に払拭されているとは言い難く，こういった不安に対し，医療従事者や患者等が安心

して使用することができるよう，県はその信頼性を高め，使用促進を推進していく必

要があります。 

 

（５）ＩＴ化の推進 

【取組の状況】 

○医療福祉情報ネットワークシステム「みやぎ医療福祉情報ネットワーク

（MMWIN）」の整備を支援しました。 

【課題】 

   ○みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）により，大規模災害時の医療の継続

だけでなく，診療の質的向上，患者の負担軽減，医療費適正化の推進，医師不足・偏

在の補完，地域包括ケア体制の推進等を支援することが必要です。 
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第４章 施策に要した費用に対する効果（施策による効果） 

第１節 平均在院日数の短縮による医療費適正化効果 

第２期宮城県医療費適正化計画では，平均在院日数を２６．４日に短縮する目標を達

成することによって，医療費の伸びは１４４億円抑制されると推計していました。 

平均在院日数については，平成２８年実績で２５．０日と目標を達成しており，宮城

県第２期医療費適正化計画策定時の推計ツールとこの平均在院日数を用いると，医療費

の伸びは３００億円抑制されるものと推計されます。 

 

【図表 35】平均在院日数の短縮による医療費適正化効果 

   ※第２期医療費適正化計画策定時に配布された医療費推計ツールによる平均在院日数の短縮による医療費適正

化効果の推計 

 

第２節 特定保健指導の実施に係る費用対効果（実施に係る効果） 

特定健診・保健指導の医療費適正化効果等の検証のためのワーキンググループ取りま

とめ（平成２８年３月）においては，積極的支援参加者と不参加者を経年分析して比較し

た結果，１人当たり入院外医療費について，約６，０００円の差異が見られました。 

このような結果も踏まえ，引き続き，特定保健指導の実施率向上に向けた取組を進めて

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

短縮後の平均在院日数 平成 29 年度の効果額の推計 

目標値：26.4 日（平成 29 年） 約 144 億円 

実績値：25.0 日（平成 28 年） 約 300 億円 
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第５章 医療費推計と実績の比較・分析 

第１節 第２期宮城県医療費適正化計画における医療費推計と実績の数値について 

第２期宮城県医療費適正化計画では，医療費適正化に係る取組を行わない場合，平成 

２４年度の推計医療費６，７５８億円から，平成２９年度には７，７２２億円まで医療費

が増加することが推計されており（適正化前），医療費適正化に係る取組を行うことで，

平成２９年度の医療費は７，５７８円となると推計されていました（適正化後）。 

しかし，平成２９年度の医療費（実績見込み）は７，３７５億円となっており，第２期

宮城県医療費適正化計画との差異は２０３億円でした。 

 

【図表 36】医療費推計と実績の差異 

平成 24 年度の医療費（足下値） 

 推計（第２期計画策定時の推計） ① 6,758 億円 

実績（23 年度実績等をもとに国で算出した推計値）  ② 6,861 億円 

平成 29 年度の医療費 

 推計：適正化前（第２期計画策定時の推計） ③ 7,722 億円 

：適正化後（    〃      ） ④ 7,578 億円 

：適正化後の補正値（※）   ④×（②÷①） ④｀ 7,693 億円 

実績：28 年度実績等をもとに国で算出した見込み ⑤ 7,375 億円 

実績：29 年度実績（参考値） ⑥ 7,386 億円 

平成 29 年度の推計と実績の差異 

 推計（補正前）と実績の差異 ⑤－④ ▲203 億円 

推計（補正後）と実績の差異  ⑤－④｀ ▲318 億円 

推計（補正前）と 29 年度実績の差異（参考値） ⑥－④ ▲198 億円 

推計（補正後）と 29 年度実績の差異（参考値）   ⑥－④｀ ▲307 億円 

（※）平成 24 年度の医療費（足下値）について推計と実績とで差異が生じたことを踏まえ，平成 24 年度の実績をベ

ースとして平成 29 年度の適正化後の推計値を補正したもの。 

出典：厚生労働省からの提供データ 
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第２節 医療費推計と実績の差異について 

近年の医療費の伸びを要因分解すると，「人口」や「診療報酬改定」が医療費の減少要

因となっている一方，「高齢化」や「その他（医療の高度化・患者負担の見直し等）」が医

療費の増加要因となっています。 

具体的に平成２４年度から平成２９年度（実績見込み）までの伸びを要因分解すると，

人口で▲０．１％の伸び率となっている一方，「高齢化」は６．５％，「その他（医療の高

度化・患者負担の見直し等）」は２．３％の伸び率となっています。 

また，第２期宮城県医療費適正化計画期間中，平成２６年度と平成２８年度に診療報酬

改定が行われ，平成２６年度は＋０．１０％，平成２８年度は▲１．３３％となっていま

す。 

一方，第２期宮城県医療費適正化計画策定時においては，平成２４年度から平成２９年

度までの範囲で見ると，「人口」「高齢化」「その他（医療の高度化・患者負担の見直し等）」

の医療費の伸びに対する影響はそれぞれ，▲２．１％，６．４％，７．７％としていまし

た。 

そのため，計画策定時と実績を比較すると人口の影響について１５１億円，高齢化の影

響について３億円，その他の影響について３７８億円の差異が生じています。 

 

【図表 37】医療費の伸びに係る推計と実績の差異状況 

  分解される要因 伸び率 影響額 

Ａ 

図表 36 の 

①→④ 

②→④｀ 

合計  12.1％  832 億円 

人口 ▲2.1％ ▲157 億円 

高齢化  6.4％   448 億円 

平成 26・28 年度の診療報酬改定 ― 0 

その他  7.7％  541 億円 

Ｂ 
図表 36 の 

②→⑤ 

合計  7.5％  514 億円 

人口 ▲0.1％ ▲6 億円 

高齢化  6.5％  446 億円 

平成 26・28 年度の診療報酬改定 ▲1.23％ ▲88 億円 

その他  2.3％  163 億円 

ＡとＢの差異 

合計 ▲4.6 ﾎﾟｲﾝﾄ ▲318 億円 

人口 2.1 ﾎﾟｲﾝﾄ 151 億円 

高齢化  0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ ▲3 億円 

平成 26・28 年度の診療報酬改定 ▲1.23 ﾎﾟｲﾝﾄ ▲88 億円 

その他 ▲5.4 ﾎﾟｲﾝﾄ ▲378 億円 

※端数処理の関係で，計が合わない場合があります。 

出典：厚生労働省からの提供データ 
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第６章 現状と課題の総括及び今後の推進方策 

 第１節 高齢化に伴う将来的な医療費の伸びの適正化 

【現状】 

国民医療費は増加を続け，平成２５（２０１３）年度には全国総額が４０兆円を超え

ました。 

本県では，１人当たりの医療費は全国平均より低く，伸び率も全国平均をやや下回っ

ていますが，医療保険者によっては１人当たり医療費及びその伸び率が全国平均を上

回るペースになっています。 

本県の人口に占める後期高齢者（７５歳以上）の割合は，２０３０年には２割を超え

ると見込まれています。 

  【課題】 

急速な高齢化により本県の医療費は増加が続き，それに伴い県民の負担が増加する

ことが懸念されます。県民の生活の質（ＱＯＬ）の向上や健康寿命の延伸，良質な医療

の提供を確保しながら，医療費の伸びを抑制していく対策が必要です。 

 

 第２節 生活習慣病やメタボリックシンドロームの予防 

  【現状】 

本県の医療費（国保）における生活習慣病関連医療費の占める割合は約４割となって

います。また，特定健診受診者における高血圧，脂質異常症，糖尿病の治療薬の内服者

の割合は全国と比較しても高い状況にあります。 

受療状況では，３５歳を過ぎてから生活習慣病の受療率が徐々に増加しています。 

メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の割合は約３割で，全国ワースト３

位となっています。 

【課題】 

これらの状況を勘案すると，生活習慣病やメタボリックシンドロームについて，若年

世代からの予防対策が重要であると考えられます。 

 

 第３節 第３期宮城県医療費適正化計画 

   前記のような医療費や地域医療を取り巻く現状・課題を認識しつつ，将来に向けた医

療費の伸びを想定した場合，現在の保健・医療の提供体制の整備を今後一層推進してい

く必要があります。 

   このため，平成３０年４月から施行している「第７次宮城県地域医療計画（第３期宮

城県医療費適正化計画）」に基づき，これまでの取組を継続・充実していくとともに，

糖尿病の重症化予防や，地域医療構想に基づく病床の機能の分化・連携の推進等，新た

な課題も踏まえて，各種施策を着実に進めていきます。 


